
■市第148号議案　平成28年度横浜市一般会計補正予算（第４号）

１　一般会計歳入歳出予算補正 ＜単位：千円＞

補正額 国支出金 県支出金
負担金
その他

市債 一般財源

7,103,727 1,102,470 594,790 1,474,425 0 3,932,042

2,341,724 145,800 0 0 0 2,195,924

△ 39,767 0 0 0 0 △ 39,767

370,623 185,312 0 0 0 185,311

1,374,749 551,415 224,468 0 0 598,866

21,215 12,644 0 0 0 8,571

６ 款 ３ 項 １ 目
児 童 措 置 費

 ◇28年度人事院勧告を反映した、保育士等の処遇改善（+１．３％）に伴う増額
 ◇公定価格の単価増及び国庫負担金等の精算等に伴う増額

６ 款 ２ 項 ２ 目
保 育 ・ 教 育
施 設 運 営 費

              こども青少年局関係部分

民間児童福祉施設
償 還 金 助 成 事 業

 ◇償還金助成額の減に伴う減額

児 童 福 祉 施 設
措 置 費

 ◇公定価格の単価増等に伴う増額

事業名目名

障 害 児 通 所
支 援 事 業

施 設 型 給 付 費

保 育 ・ 教 育 施 設
向 上 支 援 費

◇利用回数の増等に伴う増額

児 童 福 祉 施 設
防犯対策強化事業

 ◇28年度人事院勧告を反映した、保育士等の処遇改善（+１．３％）に伴う増額
 ◇公定価格の単価増等に伴う増額

６ 款 ３ 項 ２ 目
こ ど も 家 庭
福 祉 費

６ 款 ３ 項 ７ 目
児 童 福祉 施設
整 備 費

 ＜新規事業＞
 　  国の第２次補正予算を活用し、防犯カメラの設置など、児童養護施設等が行う防犯対策強化
　にかかる補助等を実施します。

 ◇対象施設
　　国の通知で事業の対象とされている市内の児童養護施設等に対して調査した結果、
　整備項目を満たしていない、又は満たしているが、より防犯強化の整備の意向がある施設

 ◇整備項目
　　・窓等からの侵入を防ぐもの（防犯フィルム、防犯カメラ、門の改修等）
　　・侵入を感知して対応できるもの（人感センサーの設置等）
    以上の項目について、施設の状況等をふまえ、整備を行います。

 ◇補助上限額
　　総事業費1,800千円
    ※ただし、外構（門の改修等）の整備については上限なし
　
 ◇補助割合
　　国1/2、市1/4、事業者1/4
　　※公立施設は国1/2、市1/2

平 成 2 ９ 年 ２ 月 1 ７ 日

こども青少年・教育委員会資料

こ ど も 青 少 年 局

1



＜単位：千円＞

補正額 国支出金 県支出金
負担金
その他

市債 一般財源

0 0 0 0 119,000 △ 119,000

0 0 0 0 △ 241,000 241,000

0 △ 12,778 0 0 14,000 △ 1,222

11,172,271 1,984,863 819,258 1,474,425 △ 108,000 7,001,725

２　繰越明許費 ＜単位：千円＞

目　　名 金　　額

６ 款 ３ 項 ７ 目
児 童 福祉 施設
整 備 費

22,000

６ 款 ２ 項 ４ 目
放 課 後 児 童
育 成 費

保 育 所 等
整 備 事 業

 ◇起債充当率の変更に伴う財源更正

放 課 後 キ ッ ズ
ク ラ ブ 事 業

◇市債の活用に伴う財源更正

事　　　業　　　名

児 童 福 祉 施 設
防犯対策強化事業

障 害 児 施 設
整 備 事 業

 ◇国庫補助事業の認証減及び起債充当率の変更に伴う財源更正

目名 事業名

 ◇年度内に工事を完了することが困難なため

６ 款 ２ 項 ５ 目
保 育 所 等
整 備 費

６ 款 ３ 項 ７ 目
児 童 福祉 施設
整 備 費

繰　　　越　　　理　　　由

合　　計
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